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〈投稿論文〉

尖閣諸島をめぐる「領有権問題」否定の起源
─政策的解決への可能性─

笘米地　真理

要旨

尖閣諸島に関する日本政府の「基本見解」は，「尖閣諸島をめぐり解決すべき領有権の問題はそもそも存在

していません」である。これを見れば，明治政府が1895年に尖閣諸島を編入する閣議決定を行って以来，一貫

して政府がそのように主張していたものと考えがちである。

しかし，筆者は国会会議録や関連する公文書を精査し，「尖閣諸島の領有権をめぐって解決すべき問題はそ

もそも存在しない」と最初に政府が明言したのは1985年４月であることを修士論文で明らかにした。従来の先

行研究では，日本政府による領有権問題の否定は1990年代からとするものはあるが，1985年４月の安倍晋太郎

外相の国会答弁が起源だと解明したものは，管見の限り見当たらない。しかも，その安倍外相の答弁には，尖

閣「問題」を解決するためのヒントとなりえる現実的な視点も含まれている。

2013年12月26日，安倍晋三首相は，2006年から2007年の第一次内閣時には自制していた靖国神社参拝を実行

し，中国側は強く反発した。他方，首相の父親である安倍晋太郎は，1985年４月に外相として，石油共同開発

についても念頭においた上で，大陸棚の開発については「今後中国側とも相談をしていく必要がある」と答え

ていた。

自衛隊機への中国軍機による異常接近など，その後も継続する緊張状況もふまえ，尖閣諸島「問題」に対す

る政策的解決策を提言したい。

キーワード：尖閣諸島，領有権，棚上げ，先占の法理，共同開発

はじめに

尖閣諸島１について，「中国・台湾は石油の存在

が指摘された後の1971年に初めて『領有権』を主張２」

したが，実は，日本政府も1970年以前は領有権を主

張していなかった。

このように，尖閣諸島については誤解と不都合な

事実が存在する。本論文の目的は，いくつかの誤謬

をささやかながら軌道修正することにある。

尖閣諸島に関する日本政府の立場は，「尖閣諸島

が日本固有の領土であることは，歴史的にも国際法

上も疑いのないところであり，現にわが国はこれを

有効に支配しています。したがって，尖閣諸島をめ

ぐり解決すべき領有権の問題はそもそも存在してい

ません３」である。日本政府の「尖閣諸島について

の基本見解」冒頭のこの文章を見れば，1895年に尖

閣諸島を編入する閣議決定を行って以来，一貫して

日本政府がそのように主張していたものと考えがち

である。しかし，筆者は国会会議録と関連する公文

書を精査し，ほとんど知られていない事実なのだ

が，日本政府が尖閣諸島の領有権を明言したのは

1970年になってからであること，さらに「尖閣諸島

の領有権をめぐって解決すべき問題はそもそも存在

しない」と最初に政府が主張したのは1985年４月で
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あることを第一に明らかにしたい。

一方で中華人民共和国（以下，中国）側は，日本

政府が領土問題の存在を認めることを求めており，

首脳会議は実現したものの，日中間における政府間

の具体的な関係改善はこれからの課題である。

2012年12月の第46回衆議院議員総選挙において，

歴史的な大敗北を喫して政権を失った民主党の敗因

はいくつか挙げられるが，尖閣諸島問題への対応

が，原因の一つであったと考えられる。特に，2012

年９月の野田内閣による尖閣「国有化４」をきっか

けに，中国国内では，焼き討ちや略奪なども含む大

規模な「反日暴動」が発生した。日本国内において

も，多くの日本人の反中感情が高まりを見せるな

ど，日中国交正常化以降で最も厳しい対立局面が生

まれることとなった。「反日暴動」のイメージが強

烈であったこともあり，民主党政権になってから尖

閣問題は先鋭化したとされる。また，尖閣をめぐる

民主党政権に対する批判として，前原誠司外相が

「棚上げ５」を否定する国会答弁を行った６ことが問

題視された７。しかし，1975年から「棚上げ合意は

ない」というのが，日本政府の一貫した公式見解で

あった。民主党政権が政府見解を変更したのではな

く，政府見解に拘泥した実務対応を行った点が関係

悪化の原因であったことを第二に解明したい。

では，2009年以前の自民党政権下における外交実

務上の対応は，いかなるものであったのか。端的な

例として，2004年に発生した中国人活動家による尖

閣上陸事件への小泉内閣の対応がわかりやすい。上

陸した彼らは逮捕されたものの，起訴されることな

く，強制送還という形で中国へ戻ったのである。こ

の実務対応は，現状を変更することはしないという

「棚上げ」方式に基づいた対応だと考えられる８。

他方，2010年９月に発生した尖閣諸島沖漁船衝突

事件における菅内閣は，逮捕した漁船の船長の拘留

延長を決定し，起訴する構えを見せた。自民党政権

は，政府見解と現実対応を使い分け，決定的な対立

を回避してきたが，民主党政権は，政府見解に合わ

せた現実対応を行った。しかし，２度も拘留延長を

しておきながら，結果的には，処分保留という名目

で船長を退去手続きによって中国へ送還したこと

で，国内ではいっそうの批判を浴びた。さらに，政

府見解は変更していないにもかかわらず，中国側に

「これまでの“暗黙の了解”を変更するのではない

か」との疑心を抱かせ，解決を困難にしてしまった

のではないか。

2012年９月の尖閣「国有化」以降，公船の領海侵

入や防空識別圏の設定など，中国による尖閣諸島の

実効支配も視野に入れた行動が目立っている。この

状況下において，お互いに自国に不都合な事実はな

かったことにして，有利な事実のみを根拠に論争を

続けていては，不測事態を防ぐことが困難になるだ

ろう。このような問題意識から，日本にとって不利

になるであろう事実もふまえた上で，どのように解

決すべきかを最後に提起したい。具体的には，「領

有権問題」否定の起源となる1985年４月の安倍晋太

郎外相の国会答弁を分析することで「問題」解決の

ヒントを探り，実現可能な政策的解決策を提示し，

安定した日中関係を構築するための公共政策の形成

を目指すものである９。

第１章　尖閣諸島に関する政府見解の変遷

1.1　1950年代──日本政府は島の名を答えられず

国会における尖閣諸島に関する最初の言及は，

1954年２月の立川宗保・水産庁漁政部長による発言

である。これは，鹿児島県串木野の漁業協同組合長

からの陳情──ヘルイ軍演習海域は当地遠洋漁業者

にとつては唯一の漁場であり，演習海域の変更を関

係要路に折衝願いたいという内容──に対する政府

の以下の説明である。

ヘルイ演習場と申しますのは，私どもどこかはつきり

わかりませんが，（中略）漁釣島
4 4 4

だろうと思います。魚
4

釣島
4 4

でありますならば，これは実はいわば琉球政府の所

管と言いますか，琉球附近の島嶼の演習場でありまして

これは私どもも鹿児島県の業界のほうから（中略）極め

て大変である，こういうお話を伺つております10。

この答弁には「漁
4

釣島」と「魚
4

釣島」の二つの島

名が記されている。発言者は何らかの意図があって

使い分けた可能性も否定はできないが，「漁釣島」
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尖閣諸島をめぐる「領有権問題」否定の起源

という島名は存在しないので「魚釣島」を言い間違

えたと推測される。立川の答弁は，島名を言い間違

えただけではない。魚釣島を「演習場」というのも

誤りである。米軍の演習場は尖閣諸島の久場島（黄

尾嶼）と大正島（赤尾嶼）であり，「魚釣島」が演

習場になった事実はないのである11。この点からも，

当時の日本政府の尖閣諸島に対する認識の低さを表

す答弁であるといえよう。

その翌年の1955年も，魚釣島付近で発生した第三

清徳丸事件をとりあげた７月の中川融外務省アジア

局長による以下の答弁がある。「琉球の一番南の方

の台湾に近い島，非常に小さな島のようであります

が……12」というもので，「尖閣」とも「魚釣島」

とも言及していない。質問者が触れている琉球政府

立法院の決議の中に「琉球列島魚釣島
4 4 4

付近」とあり，

帰属と島名が述べられているにもかかわらずであ

る。1972年の沖縄返還前は，沖縄の施政権は米国に

あった。それにしても，被害にあった「琉球住民」

が「日本国民である」と認識していたにもかかわら

ず，事件の発生した付近の島名を政府が答えられな

いのは問題であるといえよう。

それ以降は，沖縄返還が現実的な問題となる1967

年まで，尖閣諸島に関する質問がされたことはな

かったようである。1967年６月，公明党の渡部一郎

衆議院議員が初めて「尖閣群島」という名称を使っ

て，塚原俊郎総理府総務長官に「尖閣群島に先ごろ

から台湾の人が住みついておって，どうやら占領し

ている気配もある13」と質問をしている。しかし，

沖縄問題の担当大臣である塚原は領有権の問題には

触れず，「何ら報告を受けておりません14」と答弁

をしている。同年７月にも渡部は，台湾からきた

人々が「基地を設けておる15」のは「まずいのでは

ないか16」と質問を行った。しかし，佐藤栄作首相

は領有権や主権の問題には触れず，「沖繩の問題，

これはいわゆる施政権がこちらにございませんの

で，（中略）台湾に対して場合によったら直接話を

してもいいと思いますが，これはやはり施政権者か

ら話さすのが本筋だ17」と答えた。これが尖閣諸島

に関する最初の首相による国会答弁である。

渡部は，翌1968年８月にも，尖閣に「大根拠地が

でき上がっておるようであります18」と質問をした。

それに対し，東郷文彦外務省アメリカ局長は，「尖

閣列島その他における領海侵犯の問題19」と述べ，

領海侵犯等を「まことに遺憾なる事態20」とはして

いるが，尖閣諸島の帰属・領有権については明言し

ていない。1969年４月にも「台湾の漁民が出漁して

おるだけでなく，最近におきましては漁業根拠地が

できている21」と，渡部は四度目となる質問を行っ

た。東郷アメリカ局長は，「たびたび巡視を最近も

いたすようになりまして，（中略）島に標識を立て

る（中略）等，領海侵犯あるいは領土の侵犯のよう

なことはなくなるように，今日からも努力しており

ます22」とは答弁しているが，領有権には言及して

いない。

1.2　1970年──日本政府が尖閣諸島の領有権を主張

しかしながら，1970年の４月，参議院予算委員会

の分科会で，山中貞則総理府総務長官が「大陸だな

の問題は，中共と，中華民国との関係もありまして，

議論を呼ぶかもしれませんけれども，しかしなが

ら，私どもとしては
4 4 4 4 4 4 4

，
4・

明らかに石垣島に属する島で
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ございまする
4 4 4 4 4 4

23」と初めて帰属に関する答弁をした。

質問者は沖縄の海洋開発に対して質問をし，尖閣諸

島のことは聞いていないにもかかわらず，沖縄返還

問題の担当大臣である山中が突然に答えたのであ

る。同年８月10日には，愛知揆一外相が「尖閣列島

については，これがわがほうの南西諸島の一部であ

るというわがほうのかねがねの主張あるいは姿勢と

いうものは（中略），国民政府が承知をしておる24」

と答弁した。しかし，質問者からも「どうも外務大

臣の御答弁は歯切れが悪い25」言われたように，明

快な見解とは言いがたい。

他方，８月31日には，琉球政府立法院が「決議第

12号　尖閣列島の領土防衛に関する要請決議」を採

択した。決議には「元来，尖閣列島は，八重山石垣

市字登野城の行政区域に属しており，（中略）同島

の領土権について疑問の余地はない26」とあり，尖

閣諸島の帰属・領有権について日本側が最初に明言

した見解であると沖縄大学名誉教授の新崎盛暉は指

摘している27。
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尖閣諸島の領有権に関する日本政府の最初の明快

な国会答弁は，大臣による答弁ではなかった。９月

７日，外務省条約局の山崎敏夫参事官が「尖閣諸島

の領有権に関しましてはまさに議論の余地のないと

ころである，明らかにわれわれの領土28」と初めて

明示的に答弁した。

尖閣諸島の領有権を主張する最初の大臣答弁は，

３日後の９月10日，愛知揆一外相の答弁である。愛

知は，「尖閣諸島の領有権問題につきましては，い

かなる政府とも交渉とか何とかを持つべき筋合いの

ものではない，領土権としては，これは明確に領土

権を日本側が持っている。（中略）一点の疑う余地

もない。日本国の領有権のあるものである29」と明

言した。

同じ９月10日，琉球政府は「尖閣列島の領有権お

よび大陸ダナ資源の開発主権に関する主張」を発表

し，同政府に提出されている尖閣周辺の石油採掘の

鉱業権申請に対して，年内に認可する旨を表明し

た。「主張」の中では，「同列島が琉球に属し，1972

年の日本に返還に際しては返還区域内に含まれてい

ることは何ら疑う余地のないほど明白なことである30」

と述べ，尖閣列島の領有を宣言した。その根拠とし

ては，①1884年に古賀辰四郎によって発見され，同

氏によって羽毛や鳥ふんの採取，カツオ節製造工場

の建設等がなされた実績がある②1895年の１月14日

の閣議決定を経て，翌1896年４月１日の勅令13号に

基づき日本領土と決められ，沖縄県八重山郡石垣村

に属することになったこと③対日平和条約発効後も

米民政府布告第27号「琉球列島の地理的境界」の中

に同列島が含まれているの３点を挙げている。国会

における愛知外相の答弁と同じ日に，根拠を挙げて

琉球政府が領有を明言したのである。

９月17日には，「琉球政府声明　尖閣列島の領土

権について」が発表された。この声明は，尖閣諸島

を初めて「我が国固有の国土31」と謳い，領有の根

拠として，「国際法上の無主地であった32」尖閣諸

島を1895年１月14日の閣議決定によって編入し，

1896年４月の勅令13号によって「国内法上の領土編

入措置がとられた33」ことを根拠立てて詳細に説明

したものでもある。

琉球政府声明が発出された直後の10月７日，山中

総理府総務長官は「明治28年の閣議決定，29年の勅

令による石垣島の区画決定による日本の尖閣列島に

対する明確なる領土権のもとにおいて34」と答弁し，

1895年の閣議決定と翌年の勅令によって尖閣諸島を

編入した旨を初めて主張した。

なお，答弁書が閣議決定されることから，国会答

弁よりも重みがある「質問主意書」への答弁として

は，楢崎弥之助衆議院議員が提出した質問に対し

て，1971年11月に佐藤首相が「尖閣列島が日本国の

領土であることの根拠35」として，以下の答弁書を

閣議決定している。注目すべきは，領有の根拠とし

て，1895年の閣議決定とその翌年の勅令に言及して

いないことである。国会においては大臣が答弁し，

また琉球政府としては声明でも言及したが，政府の

統一見解文書となる質問主意書への答弁書において

は，1895年の閣議決定を十分な領有根拠とは認定し

えなかったのであろう。

尖閣列島は，歴史的に一貫してわが国の領土たる南西

諸島の一部を構成し，明治二十八年五月発効の下関条約

第二条に基づきわが国が清国より割譲を受けた台湾及び

澎湖諸島には含まれていない。したがつて，サンフラン

シスコ平和条約においても，尖閣列島は，同条約第二条

に基づきわが国が放棄した領土のうちには含まれず，第

三条に基づき南西諸島の一部としてアメリカ合衆国の施

政下におかれ，本年六月十七日署名の琉球諸島及び大東

諸島に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定（沖

繩返還協定）によりわが国に施政権が返還されることと

なっている地域の中に含まれている。以上の事実は，わ

が国の領土としての尖閣列島の地位を何よりも明瞭に示

すものである36。

1.3　領有権主張の背景

以上，みてきたように，1967年６月には，尖閣諸

島に「台湾の人が住みついて」いる問題を指摘され

ても，担当大臣は「何ら報告を受けておりません」

と答弁した。同年７月には佐藤首相は「施政権者か

ら話さすのが本筋だ」と述べ，沖縄の地位に関する

「日本国との平和条約」（サンフランシスコ平和条
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約）第３条は「日本の主権が残存する」との意味だ

とされているにもかかわらず37，「潜在主権（または

残存主権）がある」とは答弁しなかった。また，翌

1968年８月に東郷アメリカ局長は，領海侵犯等を

「まことに遺憾なる事態」とは述べたものの，尖閣

諸島の帰属について明言しなかった。

そのような日本政府の態度が，1970年に変化する

こととなった。同年４月には「石垣島に属する島」

との答弁となり，８月には愛知外相が「南西諸島の

一部である」と答え，９月には「領有権問題につき

ましては，いかなる政府とも交渉とか何とかを持つ

べき筋合いのものではない」との強い表現に変遷し

ていったのである。

同時に，返還前の沖縄においても，同年８月31日

には，琉球政府立法院が「決議第12号　尖閣列島の

領土防衛に関する要請決議」を採択し，９月10日に

は，琉球政府は「尖閣列島の領有権および大陸ダナ

資源の開発主権に関する主張」を発表した。９月17

日には「琉球政府声明　尖閣列島の領土権につい

て」の中で，日本政府よりも早く，領有の根拠が

1895年の閣議決定であることを主張した。その背景

には何があったのか。

1968年10月から11月にかけて，国連アジア極東経

済委員会（ECAFE: UN Economic Commission for 

Asia and Pacific）とアジア海域沿岸鉱物資源共同探

査調整委員会（CCOP: Committee for Co-ordination 

of Joint Prospecting for Mineral Resources in Asian 

Off-shore Area）の提携のもと，米国・日本・韓国・

台湾の地質学者たちが東シナ海で海底調査を実施

し，その結果，豊富な石油埋蔵の可能性があること

が明らかになった38。

高橋庄五郎は，『尖閣列島ノート』の「まえがき」

で以下の趣旨を述べている。日本側では，総理府の

外郭団体である南方同胞援護会の「尖閣列島研究

会」が，日本の領有権主張の根拠となるべき資料を

沖縄本島と石垣島で収集し，その結論として，国際

法の「無主地の先占」によって尖閣列島を領有した

と主張しはじめた。尖閣列島が石油で燃えあがった
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

とき
4 4

，
4・

外務省には
4 4 4 4 4

，
4・

尖閣列島を領土編入したいきさ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

つはこうだったと
4 4 4 4 4 4 4 4

，
4・

ただちに説明できるファイルは
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

なかった
4 4 4 4

。尖閣列島の島々についての正確な地図も

なかったし，尖閣列島の位置を経緯度で示したもの

もなかったのである39。

高橋のいうように，ECAFE の調査結果によって，

「尖閣列島が石油で燃えあがったとき」，「尖閣列島

を領土編入したいきさつ」を「説明できるファイル」

が外務省になかったとすれば，1970年以前の国会答

弁で，政府が正確な島名を答えられなかったこと

も，領有権を明言しなかったことも納得ができるも

のといえよう。

1971年３月，南方同胞援護会が刊行した『季刊沖

縄』第56号の編集後記には，「埋づもれた資料の収

集のため，沖縄本島および現地石垣島へ，奥原敏雄

国士舘大学講師を派遣して，可成りの収穫をあげる

ことができた40」と記されている。ここに出てくる

奥原敏雄は，「日本の国際法学者では初めて法的観

点から尖閣列島を日本の領土であるとする論陣を

張った41」と評されている。1970年に「尖閣列島の

法的地位」を『季刊沖縄』第52号で発表し，1973年

の「尖閣列島と井上清論文」では，井上清が『尖閣

列島　釣魚諸島の史的解明』で展開した中国帰属論

に具体的な反論を行い，「『尖閣列島』日本領論者42」

の第一人者ともいえる人物である。その奥原は，こ

の頃のことを2012年に対談の中で，以下のように

語っている。

1968年２月頃，（中略）沖縄を視察することになった

のです。（中略）尖閣列島の問題に関しては，沖縄民政

府の担当だと思っていたので，石垣島ではあまり話を出

しませんでした。ところが，那覇の日本政府事務所で話

をしてみても，魚釣島のみならず尖閣列島の島々の名前

さえはっきりは知らなかったのです。（中略）尖閣列島

は地元民の関心の外だったとしても不思議ではないです

ね。（中略）尖閣列島が日本に帰属すると書くよう政府

に頼まれたことはなかったのですが，政府は，私が尖閣

の問題を取り上げていたことに感謝していたと思いま

す。（中略）欲しい資料の収集については，南方同胞援

護会と外務省が大変協力的でした43。

尖閣諸島について，「中国・台湾は石油の存在が
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指摘された後の1971年に初めて『領有権』を主張44」

したのは事実であり，「尖閣諸島についての基本見

解」の中でも同様の趣旨が述べられている。このよ

うな，「中国や台湾の領有主張は，石油が出てから

の後出しジャンケン」的な表現は，日本領有の根拠

として巷間に流布している“定説”である。

しかし，これまでに筆者が明らかにした日本政府

による国会答弁の変遷をみれば，1970年９月までは，

日本政府も尖閣諸島の領有権について主張していな

いことがわかる。それまでは，アホウドリが獲り尽

くされ45，資源がなくなった小さな無人島は忘れら

れていたのである。1972年９月の日中国交正常化交

渉における第３回首脳会談で周恩来が田中角栄に述

べたように「石油が出るから46」日本も台湾も中国

も注目し，「問題になった47」のである。尖閣周辺

における石油埋蔵の可能性が出てきたからこそ，日

本政府は南方同胞援護会や奥原の協力のもとで関係

資料を収集し，領有権の根拠を論理だて，その整理

がついた1970年の９月になって，初めて日本の領有

権を明言したのであろう。

このことを文献で指摘した専門家は，高橋の他に

は，管見の限り村田忠禧48と新崎盛暉49のみである。

一方，中国側では，北京大学の徐勇50と羅歓欣51，上

海国際問題研究院の廉徳瑰52らが，ECAFE 調査に

よって石油埋蔵の可能性があることが明らかになっ

てから日本政府が尖閣諸島の領有権を主張しはじめ

たことを指摘している。

第２章　領有権問題否定の起源と「問題」解
決のヒント

2.1　1979年──園田直外相の答弁と読売新聞の社説

1978年８月に日中平和友好条約を締結した園田直

外相は，沖縄開発庁等が行った尖閣列島の調査開発

について中国側が抗議したことに関して，1979年５

月，政府見解とは異なる視点となる以下の答弁をし

ている。「棚上げ」を主張した鄧小平発言を評価し

ながらも，政府として否定している「棚上げ」とい

う言葉を使うわけにはいかず，「あとの答弁はお許

しを願いたい」という言外から，「棚上げこそ国益

なのだ」という園田の“思い”がうかがえる名答弁

である。

日本の国益ということを考えた場合に，じっとしてい

まの状態を続けていった方が国益なのか，あるいはここ

に問題をいろいろ起こした方が国益なのか。私は，じっ

として，鄧小平副主席が言われた，この前の漁船団のよ

うな事件53はしない，二十年，三十年，いまのままでも

いいじゃないかというような状態で通すことが日本独自

の利益からいってもありがたいことではないかと考える

ことだけで，あとの答弁はお許しを願いたいと存じます54。

中国外交部筋で慎重に行動してほしいという言動が

あったやの情報は聞きますが，その気持ちは外務大臣と

しては十分に理解し得るものでありまして，尖閣列島の

置かれた立場，現在有効支配をしておる，わが国の領土

である，そういうものを中国がいまのままで黙って見て

おるということは，中国側からすれば大変な，友情であ

るか何かわかりませんが，私はそういうものであると思

います。したがいまして，これについて刺激的な，しか

も宣伝的な行動は慎むべきであり，国内政治的に必要な

もののみを慎重に冷静にやるべきだと考えております55。

私は有効支配は現在でも日本の国は十分やっておる，

こういう解釈でありまして，これ以上有効支配を誇示す

ることは，実力で来いと言わぬばかりのことであります

から，そのようなことは日本の国益のためにもやるべき

でない56。

園田は，これ以上，実効支配を誇示することは，

中国の実力行使を招き，国益にならないことを見通

していた。炯眼をもつ政治家であった。

同年５月31日には，『読売新聞』が「尖閣問題を

紛争のタネにするな」と題する社説で「魚釣島調査」

について，以下の主張を展開している。「尖閣諸島

の領有権問題は，1972年の国交正常化の時も，昨年

夏の日中平和友好条約の調印の際にも問題になった

が，いわゆる『触れないでおこう』方式で処理され

てきた。つまり日中双方とも領土主権を主張し，現

実に論争が“存在”することを認めながら，この問

題を留保し，将来の解決に待つこと日中政府間の了

解がついた。それは共同声明や条約上の文書には
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尖閣諸島をめぐる「領有権問題」否定の起源

なっていないが，政府対政府のれっきとした“約束

ごと”であることは間違いない。約束した以上は，

これを順守するのが筋道である57」と述べ，「その

意味では，今回の魚釣島調査は誤解を招きかねない

やり方だった58」とし，「こんごとも，尖閣諸島問

題に対しては慎重に対処し，決して紛争のタネにし

てはならない59。」と結んでいる。

これはまさに，前日と前々日の園田外相の答弁と

同趣旨の見解であり，さらに次節で述べる1980年代

の安倍晋太郎外相の見解とも平仄の合う主張であ

る。当時は，外務省を中心とする日本政府だけでな

く，「触れないでおこう」方式すなわち“棚上げ”

の「暗黙の了解」を日本社会全体としても，受け入

れる雰囲気があったことを示しているといえよう。

2.2�　1985年──安倍晋太郎外相，領有権問題を否定

同時に「中国側とも相談」と答弁

その後，「はじめに」でも挙げたように，1985年

４月，「中国との間に尖閣諸島の領有権をめぐって

解決すべき問題はそもそも存在しない60」との見解

が，安倍晋太郎外相から発表された。これが，現在

までつらなる政府見解である「領有権問題は存在し

ない」の最初の国会答弁である。日本政府による領

有権問題の否定は，1990年代からだとする先行研究

はあるが61，1985年４月の安倍外相の答弁が最初だ

と指摘したものは管見の限りない。

さらに，安倍外相はこの答弁のあとに続けて「中

国が独自の主張を有しておりますことは御承知のと

おりであります62」と述べている。また，中国側に

石油の共同開発を求める考えがあることは承知して

いるとして，東海大陸棚の開発については「今後中

国側とも相談をしていく必要がある63」と答えてい

る。よく読めば，「中国が独自の主張」をしている

ことは「承知」との表現で，領土問題が事実上存在

していることを認めるとも受け取れ，石油共同開発

についても念頭においた上で，境界画定が絡む開発

については「中国側とも十分に意見交換を重ねる必

要がある64」という現実的な対応を示している。こ

れは，安倍晋三首相の父親による外相時の公式な発

言として，「問題」解決のヒントになると筆者は考

える。

つまり，安倍外相の国会答弁においても，「公式

見解＝解決すべき問題は存在しない」と「実務的対

応＝中国側とも相談をしていく」との“現実的な知

恵”とも言うべきダブルスタンダードがみられるの

である。安倍がこの答弁で，「中国側とも相談をし

ていく」としているのは，「大陸棚の開発」と「日

中間の境界画定等の問題」であって，領有権の問題

を「相談」するとは述べていない。1970年９月10日

に，大臣として初めて日本の領有権を明言した愛知

外相は，「領有権問題についてどこの国とも交渉を

するというべき筋合いのものではない65」との見解

を示しながらも，同時に，大陸棚の問題については

「本来全く異なる性質の問題である66」として，「必

要ならば話し合いに入ってもよい67」と答弁してい

た。ここから明らかなように，日本政府は，尖閣領

有権を明確に主張し始めた1970年９月から，領有権

問題と大陸棚の開発や境界画定の問題は区別して使

い分けていた。同年９月12日には，「魚釣島に中華

民国の国旗を立てた68」と報道され，台湾の国民政

府に「申し入れ69」をしたことについて，「これは

いわゆる話し合いではございません70」と愛知外相

は強弁している。しかし，領有権や帰属の問題に触

れずして，大陸棚の開発や境界画定の話し合いに，

相手側が応じることがあり得るのだろうか。領有権

については“話し合うべき筋合いではない”としつ

つ，大陸棚については“話し合いに入ってもよい”

という日本政府のダブルスタンダードは，領有権を

主張した1970年から始まっていたといえる。

安倍外相は，その前年の1984年５月にも，「尖閣

諸島地域の開発につきましてはこれが専ら尖閣諸島

に対する我が国の有効支配を誇示することを目的と

するようなものととられかねないようなことについ

ては慎重に対処する必要がある71」と答弁している。

これは，前節で述べた実効支配を強める調査には

「反対」するという園田外相答弁および読売新聞の

社説と同趣旨の現実的な考えである。

2009年以前の自民党政権下における外交実務上の

対応は，「暗黙の了解」である「棚上げ」方式に基

づいた現実的な実務対応であった。2004年３月24日，
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中国人活動家７人が魚釣島に上陸した際の小泉政権

は，上陸した活動家たちを逮捕はしたものの，強制

送還するという“政治判断”を下した72。同年３月

24日に逮捕した当初，小泉首相は「法律に従って対

処した」と述べていたが73，26日になって，「日中

関係に悪影響を与えないように大局的に判断しなけ

ればならないとして関係部署に指示した」と述べ，

身柄を検察に送検せずに強制送還した74。特に，逮

捕された７人のうち１人は，靖国神社での落書き事

件で有罪判決を受けて執行猶予中であり，どう考え

ても「法律に従って」，猶予は取り消されなければ

ならないはずであった75。領有権問題が存在しなく

て，「暗黙の了解」もないのなら，１人の執行猶予

は当然に取り消すべきであり，他の６人も正式に起

訴をして，司法に委ねるほうが本来は問題にならな

いはずである。しかし，公式見解と実務対応を使い

分けて，民主党から「弱腰」と批判されながらも，

決定的な対立を回避する政治判断を小泉首相が下し

たのではないかと考えられる。2001年４月に首相に

就任した小泉は，中国や韓国の強い反発にもかかわ

らず，５年連続で靖国神社への参拝を強行した。ゆ

えに，日中間の政治関係は冷え込み，中国国内では

反日デモも起きた。それでも通商経済交流は進展し

たため，その現象は「政冷経熱」と揶揄されたが，

日中間は非常に厳しい政治関係の中にあった。しか

るに，尖閣諸島をめぐる事案については小泉首相も

「大局的に判断
4 4 4 4 4 4

」したのである。

それに対して，2010年９月に発生した漁船衝突事

件における菅内閣は，漁船の船長を逮捕したのみな

らず，拘留延長をして起訴する構えを見せた。それ

までの「暗黙の了解」である「棚上げ」に基づいて

行ってきた実務対応を，公式見解である「領有権問

題も棚上げも存在しない」に合わせて実施してし

まったと思われる。自民党政権は，公式見解と現実

対応を使い分け，決定的な対立を回避してきたが，

民主党政権は，公式見解に合わせた現実対応を行っ

た。それにより，政府見解は変更していないにもか

かわらず，中国側に「これまでの“暗黙の了解”を

変更するのではないか」との疑心を抱かせ，解決を

困難にしてしまったのではないか。

安倍晋三首相は，現実的な対応をとれなかった民

主党政権の失敗を教訓として，父親である安倍晋太

郎外相の現実的な考えと小泉首相の「大局的」な判

断に学ぶべきだと筆者は考える。

2.3　領有権問題と棚上げ合意を否定する政府答弁

1985年以降の日本政府は，1988年11月に，斎藤邦

彦外務省条約局長が「尖閣列島というのは，我が国

にとりまして領土問題でも何でもなく，我が国が有

効に支配している我が国の領土の一部76」と答弁し，

1989年３月には，都甲岳洋欧亜局長が「尖閣諸島を

めぐって解決すべき問題自体存在しない77」と答え

た。また，1991年４月には，柳井俊二条約局長が「我

が国の立場からいたしまして領土問題があるという

ことではございません78」と述べているように，「解

決すべき領有権の問題は存在しない」との趣旨の国

会答弁を繰り返し行なってきた。

では，2010年10月に前原外相が「棚上げ論につい

て中国と合意したという事実はございません79」と

否定した「棚上げ」についてはどうなのか。「はじ

めに」で述べたように，日中平和友好条約締結前の

1975年10月に，「いわゆるたな上げというような形

で日中の条約交渉が行われているという事実はござ

いません80」と宮澤喜一外相が答弁して以来，以下

のように，一貫して「棚上げ」を否定している。

1978年４月，中江要介外務省アジア局長は，1972

年９月の国交正常化の首脳会談において，「尖閣諸

島の問題は議題にされたことはない81」とし，「こ

の問題についてたな上げにするというような合意な

り了解82」も「ない83」と答え，さらに，「秘密協定

的あるいは秘密的な話し合い84」についても，「な

いと断言できます85」と棚上げを完全に否定した。

1988年11月，外務省の斎藤条約局長が86，1989年３

月には都甲欧亜局長が87，1989年12月には鈴木勝也

外務大臣官房審議官が88，また1991年４月には柳井

俊二条約局長も89，それぞれ棚上げ合意を否定する

答弁をした。このように，「領有権と帰属の問題を

棚上げした事実はない」との趣旨の答弁を繰り返し

ており，政府見解としては，1975年から一貫して「棚

上げ合意」を否定している。領有権問題の否定とあ
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わせて，2010年に民主党政権が初めて主張した見解

ではない。

第３章　「固有の領土」論を超え，政策的解決へ

3.1　尖閣諸島領有の経緯と中国側の意図

外務省の「尖閣諸島についての基本見解」によれ

ば，尖閣領有の経緯は，「1895年１月14日に現地に

標杭を建設する旨の閣議決定を行なって正式にわが

国の領土に編入することとした90」である。奥原敏

雄ら日本の国際法学者は，この閣議決定は国際法上

の「無主地先占」すなわち「先占の法理」を根拠に

していると主張する。しかし，1885年７月，沖縄県

令の西村捨三が内務卿山縣有朋から内命を受け，無

人島調査を行い，国標建設を上申してから10年後の

日清戦争の帰趨が明らかになる時期に，領土編入と

なる国標建設の閣議決定が行われた。これは，伊藤

隆らが言うように「10年前は弱小国日本としてアジ

アの超大国中国に遠慮しなければならなかったのに

反し，中国が弱体化したため遠慮の必要がなくなっ

て，正しいと信じたことを実行できた91」といえよ

う。ゆえに，「日本が，日清戦争の最中の火事場泥

棒の如く，下関条約という正式の両国外交交渉の場

で尖閣諸島の領有権画定が問題になる前に，近代法

の知恵を利用して『無主物先占』宣言をあえてした92」

と中国側が認識することを，「100％間違いである」

と断定するのには躊躇する。現実の歴史的過程や，

“領土を奪われた”という中国側の感情を無視して，

日本が「法理」を主張すれば，議論は平行線をたど

るであろう。

さらに，この閣議決定は魚釣島と久場島のみに言

及し，久米赤島（赤尾嶼・大正島）と北小島・南小

島および岩礁については対象外であり，久米赤島が

大正島と改名されて国有地台帳に記載されたのは

1921年７月である。したがって，奥原敏雄や尾崎重

義は久米赤島が日本に編入されたのは1921年とする

のが正当だとしている93。一方，芹田健太郎は1895

年の閣議決定から久米赤島を除外する必要はないと

する94など，久米赤島が日本に編入された時期につ

いては，学者によって見解が異なっている。加えて，

閣議決定された「標杭」が実際に建設されたのは決

定から74年後の1969年である。

また，伊藤隆と百瀬孝が指摘するように，「これ

は官報に出たわけでなく，外国にも通告されておら

ず，領土編入について無主地先占の手続きをふんだ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

とは到底いえない
4 4 4 4 4 4 4 4

95」秘密裏の決定であった。にも

かかわらず，「固有の領土であり，解決すべき領有

権の問題は存在しない」と主張して，一切の話し合

いに応じないというのは，いかがなものだろうか。

一方，中国側の主張の最大の弱点は，1971年に

なってから突然に領有権を主張しはじめたことであ

る。1895年段階で抗議しなかったのは，日清戦争に

負けたのだから，台湾の割譲には抵抗しても小さな

無人島の尖閣諸島については言及する余裕もなかっ

たと解釈できる余地もある。しかし，1945年にはア

メリカ合衆国（以下，米国）やグレートブリテン及

び北アイルランド連合王国（以下，英国）と並ぶ戦

勝国であったにもかかわらず，中華民国は尖閣諸島

の返還を求めなかったのである96。

国際法学者の松井芳郎は，「先占の法理が西欧先

進国によるアジア・アフリカ世界の植民地主義的な

進出を正統化するための法理として生み出されたも

のであ97」り，先占の法理を尖閣紛争に適用するこ

とについての批判的見解が少なくないとしている98。

そ の 上 で，「 権 原 の 歴 史 的 凝 固（historical 

consolidation of title）99」の理論を根拠に，中国が

1971年の決定的期日（クリティカル・デート）に至

るまでに日本の領有に対して一貫して抗議を行わな

かったことから，「日本の立場は権原の歴史的凝固

によって正当化される」としている100。松井は，「領

有権の問題は存在しない」という日本政府の主張に

ついて，「国際法上確立した『紛争』の定義に照ら

して正当化できないだけでなく，国際社会の支持と

理解をまったく得ていない101」と批判している。そ

れでも，国際法の観点からは，上記のように日本の

立場は「正当化される」と結論づけている。

筆者の見解は
4 4 4 4 4 4

，
4・

先占の法理だけを根拠に日本の領
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

有を主張するには無理があると考えるが
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，
4・

中国が
4 4 4

1971年に至るまでに日本の領有に対して一貫して抗
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

議を行わなかったという事実に鑑み
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

，
4・

日本の主張に
4 4 4 4 4 4

147

Hosei University Repository



分があるというものである
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

。したがって，尖閣諸島
4 4 4 4

は日本の領土である
4 4 4 4 4 4 4 4 4

。しかし，上述したような歴史

的経緯と1970年になってから領有権を明言したこと

を考慮すれば，中国側の主張をすべて退けるのでは

なく，領有権問題の存在を，または少なくとも「主

張の違い」を認めた上で，「新たな棚上げ論」によ

る現状凍結の明文化を提起したい。

2012年の野田内閣による「国有化」の閣議決定に

よって「パンドラの箱」が開かれ，それ以降，中国

側は公船を頻繁に接続水域内に入域させ，領海内へ

の侵入も躊躇しなくなった102。実効支配をしている

のは日本だけでなく，中国も実効支配しつつあるの

だという姿勢を示している103。しかし，それでも現

段階においては，日本の実効支配の度合いが強い

“現状”であるといえる。それをふまえると，中国

側がこれ以上の実効支配を強めることのないよう，

その“現状”を凍結することが，日本に有利な条件

であり，国益にかなっていると考える104。火器管制

レーダーの照射や防空識別圏の設定などの「現状を

力によって変更しようとする挑発行為105」をみれ

ば，中国が力による一方的な実効支配を目指すので

はないかとの不安を持つ日本人も多いだろう。

しかし，習近平国家主席は，2013年７月30日，中

国共産党政治局の第８回集団学習会で「『主権はわ

が国に属するが，争いは棚上げし，共同開発する』

との方針を堅持し，相互友好協力を推進し，共通利

益の一致点を探し求め，拡大しなければならない106」

と述べている。同時に，国家の核心的利益は犠牲に

できないとも言及し，海洋権益を断固として守るよ

う指示したという。つまり，力による一方的な実効

支配を目指すのではなく，「棚上げ」と「共同開発」

を，長引く問題解決の“落としどころ”とすべく

探っているものと考えられる。

3.2　尖閣「問題」への処方箋　共同開発の検討を

それゆえに，尖閣「問題」の解決のためには，ま

ず尖閣諸島の現状凍結を明文化し，さらに調査開発

等については進め方を協議すべきだと筆者は考え

る。台湾の馬英九総統が，「東海和平倡議（東シナ

海平和イニシアチブ）107」で提起しているように，

国家の領土と主権は分割できないが，天然資源を分

かち合うことは可能である。

尖閣周辺の資源開発に関しては，石油資源開発株

式会社取締役および顧問を務めた猪間明俊が「資源

開発の立場から見た尖閣諸島問題」と題する論文を

発表している。猪間は同論文の中で，石油・天然ガ

ス開発が大変なリスク産業であり，世界中で共同開

発が常態化している現状をふまえ，尖閣問題解決の

ための以下の選択肢を示している。諸島の領有権を

主張し続けるなら，戦争を覚悟しない限り，日本が

その資源を手に入れることは出来ない。また領有権

の問題は棚上げして何らかの形で共同開発すること

は友好には寄与するが，石油ではなく天然ガスだっ

た場合は，日本側の取り分は台湾または中国に持っ

て行くことにならざるを得ない。さらに，中国側か

らよい条件で共同開発を申し入れて来るまで現状で

放置する方法もあるが，多大な恩を売る形で尖閣諸

島の領有権を中国に渡してしまうのも一つの解決法

であるとする。それは中国との友好関係改善に役立

つはずで，日本人の居住地から遠く離れた資源価値

の低い島嶼を死守するためにかかる防衛費が不要に

なるという以上のメリットを生むかもしれないとい

う。いずれにせよ，尖閣問題はどうすることが最も

国益にかなうかを多面的に考えて処理されるべきで

あり，偏狭なナショナリズムだけでは解決できない

ことと心得るべきであると猪間は述べている108。

現在の尖閣諸島をめぐる日中両国の緊張関係は，

いつ不測の事態が起きてもおかしくないほど危険な

状態であるといえよう。評論家の石川好は，「日本

と中国。いまこの二つの国は，銃火の音は聞こえて

いないにもかかわらず，心理状況から見れば交戦状

態に入っている109」と憂慮している。

3.3　「棚上げ」から国境の画定へ　政策的解決の提言

尖閣諸島をめぐる艦船および航空機の対峙が「不

測事態」を招きかねない現状を緩和するには，双方

の主張の違いは棚上げにし，資源開発は共同で行な

うことを目指して話し合いのテーブルにつくべきで

ある。資源の共同開発については，2008年に政府間

で合意されながらも進捗していない東シナ海ガス田
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を先に進め，信頼関係が醸成された後に尖閣周辺に

ついても協議の対象とすればよい。

そのためには，自民党が2012年12月の総選挙での

公約に掲げた「公務員の常駐化」や「周辺漁業環境

の整備」等110，“現状”を変更する行為は行わない

ことをまずは水面下で約束し，“現状”を維持し凍

結することを確認する。これは，両国の国民感情が

相当程度改善されるまで公表する必要はない。同時

に，経済や環境・文化・学術・スポーツ・青年・子

ども等，あらゆる分野の交流を拡大して，国民感情

を改善することに両国が努力することも必要となる

だろう。

日中両国政府間において，話し合いが可能になっ

た段階で，まず防衛当局間による「不測の事態の回

避・防止のための取組111」を進展させるべきである。

特に，不測事態を防ぐためには，日中防衛当局間の

海上連絡メカニズムを構築し，1993年に日本がロシ

ア連邦との間に締結した「領海の外側に位置する水

域及びその上空における事故の予防に関する日本国

政府とロシア連邦政府との間の協定112」（以下，海

上事故防止協定 Incident at Sea Agreement）のよ

うな協定を中国との間に締結すべきだと考える。海

上事故防止協定に関しては，海上自衛隊幹部学校教

官の石原敬浩 ２等海佐も，論文「わが国の海洋戦

略について　海上事故防止協定（INCSEA）の国際

制度化を中心として」の中で，1972年に調印された

「米ソ海上事故防止協定」の意義を高く評価してい

る113。1998年には米国と中国の間でも，米中海上安

全協議協定が調印されている。

日中間において，防衛当局による不測事態の回避

のための取組が進み，様々な分野での交流が進展し

た結果として国民感情が相当に改善された段階で，

日本側は，「尖閣諸島をめぐり解決すべき領有権の

問題はそもそも存在していません」との日本政府の

「基本見解」は改め，「固有の領土」との表現は用い

ないようにすることを提起したい。とはいえ，「尖

閣諸島は日本の領土である」ということは，あらゆ

る手段を尽くして主張し続け，国境を画定するため

の交渉をすべきであるだろう。現状を凍結する「新

たな棚上げ論」は，不測事態から紛争事態に発展す

ることを防ぐための短期的な解決策であるからであ

る。

両者の主張が異なる領土問題を永久に棚上げにす

ることは，かえって問題を抱え続けることになりか

ねない。新たな棚上げ論によって，話し合いを行う

ことが可能な雰囲気ができれば，「“合意がないとい

う事実”から出発して，いかに合意できるかを考え114」，

何らかの形で国境を画定するための努力をすべきで

ある。1985年に領有権問題を否定しながらも，同時

に，「日中間の境界画定等の問題115」については「中

国側とも十分に意見交換を重ねる必要がある（中

略）。意見交換によらずしてこの問題を進めるとい

うことはなかなか困難ではないか116」と答弁した安

倍晋太郎外相の息子が今の首相であることに歴史の

怪しき因縁を感じる。国境画定のための具体的な知

恵は，名嘉憲夫の著書117に多くの示唆がある。

尖閣周辺の海域，および上空における不測の事態

がエスカレートして危機的な状況が生じないよう

に，交渉を開始するための準備が喫緊の課題であ

る。自国の領有権の主張に不都合となる事実もふま

えた上で，何が国益なのか，冷静な議論ができるよ

うになるきっかけの一つに，この小論がなることを

期待する。

注

１　魚釣島（釣魚台），久場島（黄尾嶼），大正島（久米赤
島・黄尾嶼），北小島，南小島という５つの島と沖ノ北
岩・沖ノ南岩・飛瀬という３つの岩礁からなる総面積で
約６平方キロメートルの島々。1970年頃は，尖閣列島と
呼ばれることが多かったが，本稿では，現在一般的な呼
称となっている尖閣諸島と呼ぶことにする。

　浦野起央『（分析・資料・文献）増補版 尖閣諸島・琉球・
中国』三和書籍，2005年，５～８頁。

２　外務省ホームページ「尖閣諸島について（PDF）」４
枚目

　http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/senkaku/pdfs/
senkaku.pdf　2014年８月20日閲覧。

３　外務省ホームページ「尖閣諸島についての基本見解」
　http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/senkaku/kenkai.

html　2014年８月１日閲覧。
４　2012年９月11日，それまで私有地であった尖閣諸島の

魚釣島・北小島・南小島を日本政府が購入したことが，
尖閣「国有化」と呼ばれ，中国側による激しい反発を引
き起こした。

５　一般に，尖閣諸島問題における「棚上げ」とは，主張
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の違いを棚上げして，現状を維持し，中国側は日本の実
効支配を黙認するかわりに，日本側は実効支配を強める
ことはしない「暗黙の了解」を指す。中国語ではこの「暗
黙の了解」を「黙契」（日本語のニュアンスでは黙約に
近い）という。

６　衆議院安全保障委員会議録第２号，2010年10月21日。
７　朱建栄「中国側から見た『尖閣問題』」『世界』2012年

11月号，105～106頁。孫崎享『検証 尖閣問題』岩波書店，
2012年，71～72頁。矢吹晋『尖閣問題の核心』花伝社，
2013年，22～23頁など。

８　1972年９月の日中国交正常化交渉に参加し，日本国政
府と中華人民共和国政府の共同声明（日中共同声明）草
案を作成した当時の外務省条約課長であった栗山尚一

（後に外務事務次官，駐米大使）は，「尖閣問題は『棚上
げ』するとの暗黙の了解が首脳レベルで成立したと理解
している」（栗山尚一「尖閣諸島と日中関係『棚上げの
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